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１. 医療費の動向と人口構造の高齢化

1



医療費の動向
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医療費の伸び率の要因分解

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 R６年度

(2011) (2012) (2013) (2014) (2015) (2016) (2017) (2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) （2024）

医療費の伸び率 ① 3.1% 1.6% 2.2% 1.9% 3.8% -0.5% 2.2% 0.8% 2.3% -3.2% 4.8% 3.7% 3.0% 1.5%
（注１）

人口増の影響 ② -0.2% -0.2% -0.2% -0.2% -0.1% -0.1% -0.2% -0.2% -0.2% -0.3% -0.5% -0.4% -0.5% -0.4%

高齢化の影響 ③ 1.2% 1.4% 1.3% 1.2% 1.0% 1.0% 1.2% 1.1% 1.0% 1.0% 1.1% 0.9% 0.7% 0.6%
（注２）

診療報酬改定等 ④ 0.004%

0.1%

-1.26%
消費税対応

1.36%
（注３）

-1.33%
（注４）

-1.19%
（注５）

-0.07%
（注６）

-0.46%
（注７）

-0.9%
（注８）

-0.94% -0.64%
（注８）

-0.30%
（注９）

その他
 (①-②-③-④)

 ・医療の高度化
 ・受療行動の変化 等

2.1% 0.4% 1.1% 0.7% 2.9% -0.1% 1.2% 1.1% 1.6% -3.5% 5.1% 4.2% 3.4% 1.6%

制度改正

H26.4
70-74歳
2割負担

（注10）

R4.10
一定以上

 所得高齢
者
2割負担

注１：医療費の伸び率は、令和５年度までは国民医療費の伸び率、令和６年度は概算医療費（審査支払機関で審査した医療費）の伸び率（上表の斜体字、速報値）であり、医療保険と公費負担医療の合計である。

注２：令和６年度の高齢化の影響は、令和５年度の年齢別１人当たり医療費と令和５年度、６年度の年齢別人口からの推計値である。
注３：平成26年度の「消費税対応」とは、消費税率引上げに伴う医療機関等の課税仕入れにかかるコスト増への対応分を指す。平成26年度における診療報酬改定の改定率は、合計0.10%であった。
注４：平成28年度の改定分-1.33%のうち市場拡大再算定の特例分等は-0.29%、実勢価等改定分で計算すると-1.03%。

 なお、「市場拡大再算定の特例分等」とは年間販売額が極めて大きい品目に対する市場拡大再算定の特例の実施等を指す。
注５：平成30年度の改定分-1.19%のうち薬価制度改革分は-0.29%、実勢価等改定分で計算すると-0.9%。
注６：令和元年10月消費税引上げに伴う診療報酬改定（診療報酬+0.41%、薬価改定-0.48%）のうち影響を受ける期間を考慮した値。

注７：令和元年10月消費税引上げに伴う診療報酬改定に係る平年度効果分を含む。
注８：令和３、５年度それぞれの国民医療費を用いて、当該年度それぞれの薬価改定の影響を医療費に対する率へ換算した値。
注９：令和６年度の診療報酬改定のうち、影響を受ける期間を考慮した値。

注10：70-74歳の者の一部負担金割合の予算凍結措置解除（1割→2割）。平成26年4月以降新たに70歳に達した者から2割とし、同年3月までに70歳に達した者は1割に据え置く。 3



令和５年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）

○ 日本の人口は近年減少局面を迎えている。2070年には総人口が9,000万人を割り込み、高齢化率は
39％の水準になると推計されている。

人口（万人）

15~64歳
人口割合

52.1%

高齢化率
38.7%

合計特殊
出生率
1.36

0
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15～64歳割合

高齢化率（65歳以上人口割合）

合計特殊出生率

15～64歳人口

14歳以下人口

65歳以上人口

2020年
59.5%

2020年
28.6%

2020年
1.33

2020年総人口
12,615万人

2040年総人口
11,284万人

3,928万人

6,213万人

1,142万人

2070年総人口
8,700万人

3,367万人

4,535万人

797万人

（出所）  2020年までの人口は総務省「国勢調査」、合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、
2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）

日本の人口の推移

3,603万人

7,509万人

1,503万人

（年）
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（出所） 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」（出生中位（死亡中位）推計

1990年(実績) 2040年 2070年

75歳～
599( 5%)

65～74歳
894( 7%)

総人口
1億2,361万人

総人口
1億1,284万人

65～74歳
 1,187(14%)

15～64歳
 4,535(52%)

～14歳
 797(9%)

総人口
8,700万人

７５

６５

歳

75歳～
 2,180(25%)

15～64歳
 8,614(70%)

～14歳
 2,254(18%)

１５

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

～14歳
 1,142(10%)

75歳～
 2,227(20%)

65～74歳
 1,701(15%)

15～64歳
 6,213(55%)

○団塊のジュニア世代が６５歳となる2040年には、65歳以上が全人口の35％となる。
○2070年には、人口は8,700万人にまで減少するが、一方で、65歳以上は全人口の約39％となる。

2020年(実績)

65～74歳
1,742(14%)

75歳～
1,860(15%)

総人口
1億2,615万人

～14歳
1,503(12%)

15～64歳
7,509(60%)

団塊世代
（1947～49年

生まれ）

団塊ジュニア世代
（1971～74年

生まれ）

日本の人口ピラミッドの変化

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

5



２. 医療費の３要素分析
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医療費の３要素について

医療費を地域又は保険者別に比較したり、時系列で比較したりする際には、

「医療費総額」のほか、医療費総額を加入者数で割った「１人当たり医療費」

での 比較や「１人当たり医療費」を以下の３要素に分解した比較がよく行われる。

→ 実務上の制約からレセプト件数を指標の算出に用いている

※入院については、受診率、１件当たり日数に代えて
１人当たり推計新規入院発生数、推計平均在院日数、推計１入院当たり医療費
に分解した指標も公表している

１人当たり医療費 受診率 １件当たり日数 １日当たり医療費＝ × ×

＝ ＝ ＝

レセプト件数  受診延べ日数  医療費総額
加入者数   レセプト件数   受診延べ日数

（受診の発生率） （受診の期間） （受診の単価）
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年齢階級別１人当たり医療費（令和４年度、医療保険制度分）

１人当たり医療費を年齢階級別にみると、年齢とともに高くなり、70歳代までは外来（入院外＋調剤）の割

合が高いが、80歳代になると入院（入院＋食事療養）の割合が高くなる。
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37%

15%

19%
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31%
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63%
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35%
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30%
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（医科診療費）

入院＋食事・生活療養
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※ 「医療給付実態調査報告」（厚生労働省保険局）等より作成 8
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入院医療費について、三要素（受診率、１件当たり日数、１日当たり医療費）に分解してみると、高齢期に入

ると受診率が急増するとともに、１件当たり日数が増加する一方、１日当たり医療費は低下する。

※ 「医療給付実態調査報告」（厚生労働省保険局）等より作成

受診率
（歳）

（件／人） （日） （千円）

１件当たり日数
１日当たり医療費

（食事・生活療養を含む）
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年齢階級別１人当たり推計新規入院件数、推計平均在院日数
及び推計１入院当たり医療費（令和４年度）

入院医療費について、１人当たり推計新規入院件数、推計平均在院日数、推計１入院当たり医療費を算出してみると、

高齢期に入ると推計新規入院件数が急増するとともに、推計平均在院日数、推計１入院当たり医療費が増加する。

１人当たり推計新規入院件数

※ 「医療給付実態調査報告」（厚生労働省保険局）等より作成

（歳）

（件／人） （日） （万円）

推計平均在院日数 推計１入院当たり医療費

※推計１入院当たり医療費には、食事・生活療養費を含まない。
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年齢階級別 三要素（入院外、令和４年度）

入院外医療費について、三要素（受診率、１件当たり日数、１日当たり医療費）に分解してみると、年齢が上

がるごとに増加していた受診率が、80歳代前半をピークに低下する。

※ 「医療給付実態調査報告」（厚生労働省保険局）等より作成

（歳）

（件／人） （日） （千円）

受診率 １件当たり日数 １日当たり医療費
（調剤を含む）
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医療費 保険料 自己負担

（注）１．１人当たりの医療費と自己負担は、それぞれ加入者の年齢階級別医療費及び自己負担をその年齢階級の加入者数で割ったものである。
２．自己負担は、医療保険制度における自己負担である。
３．１人当たり保険料は、被保険者(市町村国保は世帯主）の年齢階級別の保険料（事業主負担分を含む）を、その年齢階級別の加入者数で割ったものである。

また、年齢階級別の保険料は健康保険被保険者実態調査、国民健康保険実態調査、後期高齢者医療制度被保険者実態調査等を基に推計した。
４．端数処理の関係で、数字が合わないことがある。

医

療

費

自

己

負

担

及

び

保

険

料

（万円）

年齢階級別１人当たり医療費、自己負担額及び保険料の比較
（年額、令和４年度実績に基づく推計値）

自己負担 2.4 2.3 2.7 3.2 3.5 3.8 4.3 5.2 6.4 7.7 8.9 7.3 7.0 7.9 8.7 9.0 8.9 8.3
保険料 1.1 14.2 28.0 30.7 32.5 34.6 36.5 37.0 36.1 25.4 16.7 12.7 8.9 7.9 7.3 6.8 5.9 4.6

内訳
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３. 医療費の制度間比較
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0
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30

（万円）

（歳）

年齢階級別１人当たり医療費【入院】

協会(一般)

組合

共済

市町村国保

（令和５年度）

年齢階級別１人当たり医療費（75歳未満）の制度間比較（令和５年度）

○協会（一般）、組合健保、共済組合、市町村
国保の年齢階級別１人当たり医療費を比べる
と、市町村国保の入院医療費が比較的高めと
なっているほかは、概ね同程度の水準。

資料：厚生労働省保険局
「医療給付実態調査（令和５年度）」

（注）１．「総計」は、診療費（入院、入院外、歯科）、調剤及び食事・生活療養に係る分である。
２．「入院」は、入院及び食事・生活療養に係る分である。
３．「入院外」は、入院外及び調剤に係る分である。
４．年齢階級別一人当たり医療費を計算する加入者数は令和５年９月末時点（組合健保は10月1日時点）のものを使用している。
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主疾病別、年齢階級別、１人当たり入院医療費（令和５年度）
～市町村国保と組合健保の比較～

資料：厚生労働省保険局「医療給付実態調査（令和５年度）」
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外来患者の１ヶ月間の受診日数

外来患者のうち、若人の約２割、高齢者の約３割は、１か月間の受診日数が３日以上となっている。

※ 「令和５年度 医療給付実態調査報告」（厚生労働省保険局）より作成
（注）１．集計対象は、協会（一般）、組合健保、国民健康保険及び後期高齢医療の加入者である。

２．同一医療保険制度内の同一の者に係るレセプトを合計し、個人単位のデータにして集計したものである（「名寄せ」という。）。
３．加入者数は、データの提出のあった保険者の加入者数の合計である。

制度別、入院外の受診動向（令和６年３月）
（万人）

１日 991.9 58.3% 644.0 57.9% 703.1 54.1% 638.8 41.4%
２日 391.3 23.0% 259.5 23.3% 301.8 23.2% 404.2 26.2%
３日 159.2 9.4% 106.2 9.6% 129.8 10.0% 198.8 12.9%
４日 72.6 4.3% 48.3 4.3% 63.7 4.9% 106.0 6.9%
５日 35.6 2.1% 23.5 2.1% 34.3 2.6% 61.1 4.0%
６～10日 39.9 2.3% 25.3 2.3% 47.0 3.6% 92.5 6.0%
11～15日 7.5 0.4% 3.8 0.3% 14.7 1.1% 29.8 1.9%
16～20日 1.6 0.1% 0.9 0.1% 3.6 0.3% 7.4 0.5%
21～25日 0.5 0.0% 0.2 0.0% 1.2 0.1% 2.9 0.2%
26日～ 0.1 0.0% 0.1 0.0% 0.4 0.0% 1.1 0.1%
総計 (b) 1,700.2 100% 1,111.8 100% 1,299.6 100% 1,542.6 100%

2.6日

42.7%
患者１人当たり受診日数 1.8日 1.8日 2.1日

50.6% 78.0%

2,603.9 2,566.2 1,978.5

協会（一般） 組合健保 国民健康保険 後期高齢者医療

受
診
日
数

患者割合 (b/a) 43.0%

加入者数 (a) 3,954.3
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患者の１か月間の受診医療機関数（令和６年３月）

患者のうち、若人の約９割、後期高齢者の約８割は、１か月間の受診医療機関数が２件以内となっている。

※ 「令和５年度 医療給付実態調査報告」（厚生労働省保険局）より作成
（注）１．集計対象は、協会（一般）、組合健保、国民健康保険及び後期高齢医療の加入者である。

２．同一医療保険制度内の同一の者に係るレセプトを合計し、個人単位のデータにして集計したものである（「名寄せ」という。）。
３．入院、入院外又は歯科のいずれかの診療を受けた者の数を各医療保険制度の令和６年３月末の加入者数で除したものである。
４．（ ）内の数値は、受診した者について受診した医療機関数の総計を１００とした割合である。

制度別、受診した医療機関数別患者割合（令和６年３月）
（単位:％）

総計 １件 ２件 ３件 ４件 ５件以上

50.8 33.0 12.9 3.7 0.9 0.3 49.2

(100.0) (64.9) (25.4) (7.3) (1.8) (0.5)

50.7 32.6 13.0 3.8 0.9 0.3 49.3

(100.0) (64.4) (25.7) (7.5) (1.9) (0.6)

58.4 34.5 16.2 5.6 1.6 0.6 41.6

(100.0) (59.0) (27.8) (9.5) (2.7) (1.0)

84.4 39.9 27.4 11.7 3.9 1.5 15.6

(100.0) (47.3) (32.5) (13.9) (4.6) (1.7)

後期高齢者医療

受診した医療機関数別受診者
受診

しなかった者

協会(一般)

組合健保

国民健康保険
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医療保険制度別患者一人当たり医療費

患者１人当たりの医療費を月毎にみると、合計では制度間の違いが大きいが、 診療種別毎の制度間の違いは

合計でみるほど大きくはない。

制度別、患者一人当たり医療費

※ 「令和５年度 医療給付実態調査報告」（厚生労働省保険局）より作成
（注）１．集計対象は、協会（一般）、組合健保、国民健康保険及び後期高齢医療の加入者である。

２．同一医療保険制度内の同一の者に係るレセプトを合計し、個人単位のデータにして集計したものである（「名寄せ」という。）。
３．入院は入院（医科）及び食事・生活療養、入院外は入院外（医科）及び調剤、歯科は歯科入院（食事生活療養を含む）及び歯科（入院外）となっている。
４．患者一人当たり医療費は、入院外、入院、歯科及び合計（入院外、入院または歯科のいずれか）の診療を受けた者の医療費を患者数で除したものである。

（単位:円）

協会（一般） 組合健保 国民健康保険 後期高齢者医療

合計 合計 合計 合計

入院外 入院 歯科 入院外 入院 歯科 入院外 入院 歯科 入院外 入院 歯科

令和5年4月 34,382 25,522 604,115 12,815 30,398 23,918 565,086 12,258 55,009 34,512 676,145 13,454 89,619 43,853 687,576 14,577

5月 34,387 25,515 602,468 12,671 30,675 24,079 564,013 12,122 55,548 34,757 680,559 13,400 90,998 44,176 697,986 14,502

6月 35,002 25,963 592,441 12,898 31,593 24,765 559,222 12,290 55,953 35,128 669,620 13,679 91,016 44,627 683,335 14,825

7月 35,011 26,109 584,068 12,745 31,264 24,764 546,548 12,267 55,666 34,945 666,928 13,350 91,762 44,444 689,073 14,437

8月 35,951 26,766 595,519 12,370 32,171 25,262 563,097 11,935 57,286 36,189 676,693 12,949 94,135 45,422 698,919 13,942

9月 35,045 26,479 595,234 12,685 31,798 25,353 568,039 12,209 55,642 35,309 669,042 13,297 91,364 44,688 686,063 14,304

10月 34,889 25,960 610,765 12,841 31,026 24,503 567,551 12,301 56,317 35,421 680,388 13,569 92,357 45,015 694,755 14,636

11月 34,476 25,736 600,509 12,617 30,833 24,322 564,069 12,129 55,803 35,015 667,452 13,311 90,999 44,235 680,206 14,431

12月 34,742 26,234 606,705 12,604 31,840 25,194 581,407 12,120 55,883 35,472 679,781 13,237 92,905 45,160 694,237 14,390

令和6年1月 34,355 25,901 628,713 12,150 30,622 24,451 590,990 11,798 55,879 35,102 695,195 12,683 93,498 44,231 715,222 13,537

2月 34,157 25,601 604,015 12,524 30,707 24,329 570,657 12,080 55,122 34,774 660,621 13,149 91,058 43,902 675,813 14,138

3月 34,973 26,220 611,556 12,824 31,812 25,086 586,654 12,382 56,196 35,414 682,577 13,369 93,460 45,140 699,292 14,400

令和5年度計 203,016 135,615 969,413 42,932 183,616 128,005 857,585 40,143 376,666 220,584 1,625,109 49,952 881,084 408,156 1,916,717 64,751
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４. 医療費・介護費の将来推計
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2025年までの社会の変化と2025年以降の社会の変化

【人口構造の変化】 【人口構造の変化が医療・介護費に及ぼす影響】

＜医療費への影響＞

＜介護費への影響＞

（算出方法） 年齢階級別1人当たり医療費及び介護費の実績と将来の年齢階級別人口を元に、年齢階級別1人当たり医療費・介護費を固定し
た場合の、将来の年齢階級別人口をベースとした医療費及び介護費を算出し、その伸び率を「人口要因」による伸び率としている。そ
の上で、総人口の減少率を「人口減少要因」とし、「人口要因」から「人口減少要因」を除いたものを、「高齢化要因」としている。

（使用データ） 厚生労働省「医療保険に関する基礎資料」「介護給付費等実態調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」

○ 我が国の人口動態を見ると、いわゆる団塊の世代が全員75歳以上となる2025年に向けて高齢者人口
が急速に増加した後、高齢者人口の増加は緩やかになる。一方で、既に減少に転じている生産年齢人
口は、2025年以降さらに減少が加速。

○ 人口構造の変化の要因が医療・介護費の増加に及ぼす影響は、2040年にかけて逓減。
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（出典）総務省「国勢調査」「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口 平成29年推計」
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2,20
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3,38
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3,67
7

3,92
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▲10.5% ▲ 7.2% ▲16.6%

＋53.7%

＋ 8.6%

＋ 6.6%

（＋81.1%）

（＋33.6%）

（＋ 2.7%）

高齢者（後期高齢者）の急増

生産年齢人口の急減

平成30年4月12日経済財政諮問会議
加藤臨時議員提出資料
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（兆円）

2018年度
《GDP 564.3兆円》

2025年度
《GDP 645.6兆円》

2040年度
《GDP 790.6兆円》

医 療

介 護

39.2
(7.0%)

10.7
(1.9%)

①：47.8

②：47.4

15.3
(2.4%)

(7.4%)

(7.3%)

②：68.5

①：66.7

25.8
(3.3%)

(8.4%)

(8.7%)

49.9

62.7～63.1

92.5～94.3

(8.8%)

(9.7～9.8%)

(11.7～11.9%)

（兆円）

2018年度
《GDP 564.3兆円》

2025年度
《GDP 645.6兆円》

2040年度
《GDP 790.6兆円》

医 療

介 護

39.2
(7.0%)

10.7
(1.9%)

①：48.7

②：48.3

14.6
(2.3%)

(7.5%)

(7.5%)

②：70.1

①：68.3

24.6
(3.1%)

(8.6%)

(8.9%)

49.9

62.9～63.3

92.9～94.7

(8.8%)

(9.7～9.8%)

(11.7～12.0%)

2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）－概要－
（内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省 平成30年５月21日）

〇 高齢者人口がピークを迎える2040年頃を見据え、社会保障給付や負担の姿を幅広く共有するための議論の素材を提供するために、一定の
仮定をおいた上で、将来見通しを作成。

○ 現在、全国の都道府県、市区町村において、医療・介護サービスの提供体制の改革や適正化の取組みが進められている。これらの取組みに係る各
種計画（地域医療構想、医療費適正化計画、介護保険事業計画）を基礎とした「計画ベース」の見通しと、現状の年齢別受療率・利用率を基に機械
的に将来の患者数や利用者数を計算した「現状投影」の見通しを作成。

○ 医療・介護給付費について２つの見通しを比較すると、計画ベースでは、
・ 医療では、病床機能の分化・連携が進むとともに、後発医薬品の普及など適正化の取組みによって、入院患者数の減少や、医療費の適正化が行
われ（2040年度で▲1.6兆円）、

・ 介護では、地域のニーズに応じたサービス基盤の充実が行われることで（2040年度で＋1.2兆円）
疾病や状態像に応じてその人にとって適切な医療・介護サービスが受けられる社会の実現を目指したものとなっている。

試算結果①医療・介護給付費の見通し（計画ベースと現状投影との比較）

医療・介護給付費の見通し
（現状投影）

医療・介護給付費の見通し
（計画ベース）

（注１）医療については、単価の伸び率の仮定を２通り設定しており、給付費も２通り（①と②）示している。
（注２）「計画ベース」は、地域医療構想に基づく2025年度までの病床機能の分化・連携の推進、第3期医療費適正化計画による2023年度までの外来医療費の適正化効果、第7期介護保険事業計画による2025年度までのサービス量の見込みを基礎として計算

し、それ以降の期間については、当該時点の年齢階級別の受療率等を基に機械的に計算。なお、介護保険事業計画において、地域医療構想の実現に向けたサービス基盤の整備については、例えば医療療養病床から介護保険施設等への転換分など、現
段階で見通すことが困難な要素があることに留意する必要がある。

※ 平成30年度予算ベースを足元に、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」、内閣府「中長期の経済財政に関する試算（平成30年1月）」等を踏まえて計算。
なお、医療・介護費用の単価の伸び率については、社会保障・税一体改革時の試算の仮定を使用。（ ）内は対GDP比。

計画ベースと現状投影
との差（2025年度）

・ 医療介護計

▲0.2兆円

（▲0.0%）

・医療

▲0.9兆円

（▲0.1%pt）

・介護

+0.8兆円

（+0.1%pt）

計画ベースと
現状投影との差
（2040年度）

・ 医療介護計

▲0.3～▲0.4兆円

（▲0.0%）

・医療

▲1.6兆円

（▲0.2%pt）

・介護

+1.2兆円

（+0.2%pt）

（経済ベースラインケース）（経済ベースラインケース）

平成30年5月21日経済財政諮問会議資料より
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（兆円）

2018年度 2025年度 2040年度

医 療

年 金

介 護

子ども・子育て

その他

56.7

39.2

10.7
7.9
6.7

121.3

140.2～140.6

188.2～190.0

(21.5%)

(21.7～21.8%)

(23.8～24.0%)

59.9 73.2

①：47.8
②：68.5

①：66.7

②：47.4

15.3

25.8

7.7

9.4

10.0

13.1

(1.2%)

(1.2%)

(1.2%)

(1.4%)

(1.5%)

(1.7%)

(1.9%)

(2.4%)

(3.3%)

(10.1%)
(9.3%) (9.3%)

(7.0%)

(7.4%)

(7.3%)

(8.4%)

(8.7%)

188.5
～190.3
(23.8～
24.1%)

＜現状投影＞

（計画ベース）

24.6
(3.1%)

①：68.3

②：70.1

(8.6%)

(8.9%)

140.4
～140.8
(21.7～

21.8%)

＜現状投影＞

14.6
(2.3%)

①：48.7
(7.5%)

②：48.3
(7.5%)

（計画ベース）

ＧＤＰ    ： 564.3兆円       645.6兆円                            790.6兆円
保険料負担：  12.4%             12.6%                              13.4～13.5%

公費負担 ：  8.3%              9.0%                               10.1～10.2%

309 322 328 

334 
406 

505 

180 

203 

233 

（万人）

2018年度

【就業者数全体6,580万人】

2025年度
（計画ベース）

【就業者数全体6,353万人】

2040年度
（計画ベース）

【就業者数全体5,654万人】

823
［12.5%］

931
［14.7%］

1,065
［18.8%］

医療福祉全体

医療

介護

その他の福祉

（402）

（327）

933
［14.7%］

＜現状投影＞

（204）

（233）

1,068
［18.9%］

（334）

（501）

＜現状投影＞

○ 社会保障給付費の対GDP比は、2018年度の21.5%（名目額121.3兆円）から、2025年度に21.7～21.8%（同140.2～140.6兆円）となる。その後15年
間で2.1～2.2%ポイント上昇し、2040年度には23.8～24.0%（同188.2～190.0兆円）となる。（計画ベース・経済ベースラインケース※）

○ 経済成長実現ケース※でも、社会保障給付費の対GDP比は概ね同様の傾向で増加するが、2040年度で比較するとベースラインケースに比べて、1%

ポイント程度低い水準（対GDP比22.6～23.2%（名目額210.8～215.8兆円））（計画ベース・経済成長実現ケース）。

※経済ベースラインケース及び成長実現ケースの経済前提については次頁参照。

医療福祉分野における就業者の見通し

試算結果②（社会保障給付費全体の見通し）

（経済ベースラインケース）
社会保障給付費の見通し

（注1）医療については、単価の伸び率の仮定を２通り設定しており、給付費も２通り（①と②）示している。
（注2） 「計画ベース」は、地域医療構想に基づく2025年度までの病床機能の分化・連携の推進、第3期医療費適正化計画による2023年度までの外来医療費の適正化効果、第7期介護保険事業計画による2025年度までのサービス量の見込みを基礎として

計算し、それ以降の期間については、当該時点の年齢階級別の受療率等を基に機械的に計算。なお、介護保険事業計画において、地域医療構想の実現に向けたサービス基盤の整備については、例えば医療療養病床から介護保険施設等への転換
分など、現段階で見通すことが困難な要素があることに留意する必要がある。

（注3）医療福祉分野における就業者の見通しについては、①医療・介護分野の就業者数については、それぞれの需要の変化に応じて就業者数が変化すると仮定して就業者数を計算。②その他の福祉分野を含めた医療福祉分野全体の就業者数について
は、医療・介護分野の就業者数の変化率を用いて機械的に計算。③医療福祉分野の短時間雇用者の比率等の雇用形態別の状況等については、現状のまま推移すると仮定して計算。

※ 平成30年度予算ベースを足元に、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」、内閣府「中長期の経済財政に関する試算（平成30年1月）」等を踏まえて計算。なお、医療・介護費用の単価の伸び率については、社会保障・
税一体改革時の試算の仮定を使用。（ ）内は対GDP比。［ ］内は就業者数全体に対する割合。保険料負担及び公費負担は対GDP比。

平成30年5月21日経済財政諮問会議資料より
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人口・経済の前提、方法等

○ 足元値  平成30年度予算ベース。ただし、介護については第７期介護保険事業計画の集計値を基礎としている。

○ 人口前提 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）
※ただし、子ども・子育ての推計については、2020年度以降給付の対象となる子ども数を固定した形で推計。

○ 経済前提
2027年度までは、内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（平成30年1月）等、2028年度以降は、公的年金の平成26年

財政検証に基づいた前提値を使用。経済前提は2つのケースで試算（ベースラインケース（2028年度以降は平成26年財政
検証ケースＦ）、成長実現ケース（2028年度以降は平成26年財政検証ケースＥ））。

○ 将来見通しの作成方法（全般的考え方）
・ 公的年金 平成26（2014）年財政検証に、新たな将来推計人口・経済前提を簡易的に反映。年金生活者支援給付金の実施を織り込んで計算。
・ 医療、介護 年齢階級別受療率等に将来推計人口を適用して需要を推計し、サービスごとの単価、伸び率等を適用。
・ 子ども・子育て 「子育て安心プラン」「新しい経済政策パッケージ（2兆円パッケージ）」（制度の詳細が決定していない高等教育の無償化等は反

映していない）を織り込んだ上で、2020年度以降給付の対象となる子ども数を固定。
・ 上記以外 GDPに対する給付規模が将来にわたって変わらないことを基本として機械的に計算。
（なお、短期的には近年の予算等の動向も踏まえつつ計算。）

（留意事項）
○ 本見通しは、一定の仮定をおいて行ったものであり、結果は相当程度の幅をもってみる必要がある。特に、長期の推計であるため、長期間の人口変動の動向

とこれが経済社会に与える影響、経済、雇用の動向、給付単価の伸び率の動向等が、給付費の総額や対GDP比等の結果に大きな影響を与える可能性があ
ることに留意する必要がある。

○ 本見通しは、一体改革試算と同様、患者数や利用者数などの需要を基礎とした計算となっており、供給面については必要な需給をちょうどまかなうだけの供給
が行われるものと仮定して、必要マンパワーや費用等を計算している。従って、需要側である患者数が減少した際には、その減少に合わせてサービス供給量
も減少することを仮定していることに留意する必要がある。

○ 本見通しでは、医療においては年齢別制度別実効給付率、介護においては全体の実効給付率を現状の値で固定して将来の医療給付費および介護給付費を
算出していることに留意する必要がある。

○ 「計画ベース」の見通しでは、介護保険事業計画において、地域医療構想の実現に向けたサービス基盤の整備については、例えば医療療養病床から介護保
険施設等への転換分など、現段階で見通すことが困難な要素があることに留意する必要がある。

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028～
(H30) (H31) (H32) (H33) (H34) (H35) (H36) (H37) (H38) (H39) (H40～)

名目経済
成長率 (%)

成長実現 2.5 2.8 3.1 3.2 3.4 3.4 3.5 3.5 3.5 3.5 1.6

ベースライン 2.5 2.4 2.2 1.9 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 1.7 1.3

物価
上昇率(%)

成長実現 1.0 1.9 2.3 2.1 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 1.2

ベースライン 1.0 1.6 1.7 1.3 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.2

注．賃金上昇率については、2018年度は「平成30年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」（平成30年1月22日閣議決定）に基づいて1.7%と設定し、
2019～2027年度までは名目経済成長率と同率、2028年度以降は平成26年財政検証の前提（ケースＥ・Ｆ）に基づいて2.5%としている。

平成30年5月21日経済財政諮問会議資料より

23



社会保障の給付規模の推移と国際比較

＜社会支出の対GDP比（2013年）の国際比較＞

（%）

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「社会保障費用統計」

（出典） OECD ”Social Expenditure,”  “Population”
（注）OECD基準に基づく「社会支出」は、施設整備費など直接個人には移転されない費用も計上されると

いう違いがあり、ILOの基準に基づく「社会保障給付費」に比べて範囲が広い。

＜社会保障給付費の対GDP比の推移＞

14.8

16.9

21.1
21.6

10.0

15.0

20.0

25.0

2000 2005 2010 2015（年度）

社会保障
給付費

（兆円）

名目GDP
（兆円）

78.4 88.6 105.4 114.9

528.6 525.8 499.2 532.2

23.7

19.1

22.8

26.2

27.8

31.7

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

（%）

《高齢化率》《25.1%》 《14.1%》 《17.0%》 《20.8%》 《19.9%》

（2013年）

《17.9%》

参考資料
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328 309 312 293 322 
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438 406 
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984

［17.4%］

【就業者数全体5,654万人】

計画ベース 需要
低下

生産性
向上

（万人）

1,012

［17.9%］

需要低下と
生産性向上

935

［16.5%］

医療福祉分野における就業者数（2040年度）

（注） ［ ］内は就業者数全体に対する割合。

医療

介護

1,065

［18.8%］

【シミュレーション（１）】
○ 医療・介護需要が一定程度低下した場合

※ これまでの受療率等の傾向や今後の寿命の伸び
等を考慮し、高齢期において、医療の受療率が
2.5歳分程度、介護の認定率が１歳分程度低下し
た場合

＜2040年度の変化等＞
・医療福祉分野における就業者数 ：

▲81万人 [▲1.4％]

＜2040年度の変化等＞
・医療福祉分野における就業者数 ：

▲53万人 [▲0.9％]

【シミュレーション（２）】
○ 医療・介護等における生産性が向上した場合

※ ICT等の活用に関する調査研究や先進事例等を踏
まえ、医療・介護の生産性が各５％程度向上す
るなど、医療福祉分野における就業者数全体で
５％程度の効率化が達成された場合

▲130万人
［▲2.3％］

〇 基本となる将来見通しに加え、今後の議論に資するため、①医療・介護需要が一定程度低下した場合、②医療・介護
等における生産性が向上した場合を仮定して、将来の就業者数に関するシミュレーションを実施。

「2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）」に基づく
マンパワーのシミュレーション －概要－

（厚生労働省 平成30年５月21日）

※． （１）と（２）が同時に生じる場合、2040年度の変化は▲130万人［▲2.3％］

（参考）
2025年度
計画ベース

931

［14.7%］

（注）医療福祉分野における就業者の見通しについては、①医療・介護分野の就業者数については、それぞれの需要の変化に応じて就業者数が変化すると仮定して就業者数を計算。②その他の福祉分野を含めた医療福祉分野全体の就業者数に
ついては、医療・介護分野の就業者数の変化率を用いて機械的に計算。③医療福祉分野の短時間雇用者の比率等の雇用形態別の状況等については、現状のまま推移すると仮定して計算。

その他の
福祉分野

平成30年5月21日経済財政諮問会議資料より
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14.6 
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5.2 
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27.4 
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（１人当たり受診日数、日）

（年齢階級、歳）

平成23年度

平成28年度

平成18年度

○ 高齢者層における年齢階級別１人当たり受診日数（受療率に対応）の推移をみると、入院、外来ともに
どの年齢層でも低下。

○ 介護については、ここ数年では、年齢階級別要介護（支援）認定率の低下がみられるものの、医療ほど
顕著ではない。

（出典）厚生労働省「医療保険に関する基礎資料」、「介護給付費等実態調査」
  外来は医科。認定率は、要支援認定者数＋要介護認定者数の人口に対する割合。
  平均寿命は、平成18年は男性79.00年、女性85.81年、平成23年は男性79.44年、女性85.90年、平成28年は男性80.98年、女性87.14年。

【入院】 【外来】

高齢者層における年齢階級別１人当たり受診日数等の推移

【介護】

（年齢階級、歳）

（認定率）

3.0歳分

3.3歳分

3.0歳分

3.6歳分

10.0歳分

2019年５月29日 第２回 2040年を展望した社会保障・働き方改革本部 参考資料より抜粋
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医療費の将来見通し

※１．内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省「2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）」（平成30年５月21日）に対応した国民医療費の将来見通しである。
※２．「計画ベース」は、地域医療構想、医療費適正化計画、介護保険事業計画を基礎とした見通しである。「現状投影」は、現状の年齢別受療率・利用率を基に機械的に計算した将来の患者

数や利用者数に基づく見通しである。仮に、計画ベースを現状投影と比べると、医療費が少ない（2040年度で▲1.8兆円程度）一方、介護費が多く（2040年度で＋1.3兆円程度）なっており、疾
病や状態像に応じてその人にとって適切な医療・介護サービスが受けられる社会の実現を目指す現在の取組みを反映したものとなっている。なお、介護保険事業計画において、地域医療
構想実現に向けたサービス基盤の整備については、例えば医療療養病床から介護保険施設等への転換分など、現段階で見通すことが困難な要素があることに留意する必要がある。

※３．「計画ベース」「現状投影」いずれも、経済ベースラインケースに基づく数値。単価の伸び率の仮定は２通り設定しており、①経済成長率×1/3＋1.9%－0.1%、②賃金上昇率と物価上昇率の
平均＋0.7%、としている。

≪GDP 564.3兆円≫ ≪GDP 645.6兆円≫ ≪GDP 694.8兆円≫ ≪GDP 741.2兆円≫ ≪GDP 790.6兆円≫

45.3 (8.0%) ①：56.0 (8.7%)
②：55.5 (8.6%)

①：63.5 (9.1%)
②：63.2 (9.1%)

①：70.8 (9.5%)
②：71.5 (9.7%)

①：78.1  ( 9.9%)
②：80.2 (10.1%)

現状投影

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

2018年度 2025年度 2030年度 2035年度 2040年度

（兆円）

保険料

公費

自己負担

計画ベース

①：62.0(8.9%)

②：61.7(8.9%)

45.3 (8.0%)

①：69.1 (9.3%)

②：69.8 (9.4%)

①：76.3 (9.7%)

②：78.3 (9.9%)

①：54.9 (8.5%)

②：54.4 (8.4%)

①：26.0

②：25.8

①：29.0

②：28.8

①：32.1

②：32.4

①：35.3

②：36.3

①：31.0

②：31.8
①：27.9

②：28.2①：24.8

②：24.6①：21.5

②：21.3

①：7.5

②：7.4

①：8.3

②：8.3

①：9.2

②：9.3

①：10.0

②：10.3

22.1

16.8

6.4

※（ ）内は対GDP比
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医療・介護の患者数・利用者数および就業者数

現状投影 計画ベース

2018年度 2025年度 2040年度 2018年度 2025年度 2040年度

患者数・

利用者数
等

（万人）

医
療

入院 132 144 155 132 132 140

外来 783 790 748 783 794 753

介
護

施設 104 129 171 104 121 162

居住系 46 56 75 46 57 76

在宅 353 417 497 353 427 509

就業者数
（万人）

医療福祉分野に
おける就業者数

823

[12.5%]

933

[14.7%]

1,068

[18.9%]

823

[12.5%]

931

[14.7%]

1,065

[18.8%]

医療 309 327 334 309 322 328

介護
334

（200）
402

（241）
501

（301）
334

（200）
406

（245）
505

（305）

人口
（万人）

総人口 12,618 12,254 11,092 12,618 12,254 11,092

15～64歳 7,516（59.6%） 7,170（58.5%） 5,978（53.9%） 7,516（59.6%） 7,170（58.5%） 5,978（53.9%）

20～39歳 2,696（21.4%） 2,471（20.2%） 2,155（19.4%） 2,696（21.4%） 2,471（20.2%） 2,155（19.4%）

40～64歳 4,232（33.5%） 4,163（34.0%） 3,387（30.5%） 4,232（33.5%） 4,163（34.0%） 3,387（30.5%）

65歳～ 3,561（28.2%） 3,677（30.0%） 3,921（35.3%） 3,561（28.2%） 3,677（30.0%） 3,921（35.3%）

75歳～ 1,800（14.3%） 2,180（17.8%） 2,239（20.2%） 1,800（14.3%） 2,180（17.8%） 2,239（20.2%）

就業者数 6,580 6,353 5,654 6,580 6,353 5,654

※ 患者数はある日に医療機関に入院中又は外来受診した患者数。利用者数は、ある月における介護サービスの利用者数であり、総合事業等における利用者数を含まない。
※ 就業者数欄の「医療福祉分野における就業者数」は、医療・介護分に、その他の福祉分野の就業者数等を合わせた推計値。医療分、介護分ともに、直接に医療に従事する

者や介護に従事する者以外に、間接業務に従事する者も含めた数値である。［ ］内は、就業者数全体に対する割合。（ ）内は、介護職員の数。なお、介護職員数は、総合
事業（従前相当及び基準緩和型）における就業者数を含む。

平成30年5月21日経済財政諮問会議資料より
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医療・介護の１人当たり保険料・保険料率の見通し①

現状投影 計画ベース

2018年度 2025年度 2040年度 2018年度 2025年度 2040年度

医療保険

協会けんぽ 10.0%
①10.8%

②10.7%

①11.8%

②12.1%
10.0%

①10.6%

②10.5%

①11.5%

②11.8%

健保組合 9.2%
①10.0%

②  9.9%

①11.1%

②11.4%
9.2%

①  9.8%

②  9.7%

①10.9%

②11.2%

市町村国保
（2018年度賃金換算）

7,400円
①8,300円
②8,200円

①8,400円
②8,600円

7,400円
①8,100円
②8,000円

①8,200円
②8,400円

後期高齢者
（2018年度賃金換算）

5,800円
①6,500円
②6,400円

①8,200円
②8,400円

5,800円
①6,400円
②6,300円

①8,000円
②8,200円

介護保険

１号保険料
（2018年度賃金換算）

約5,900円 約6,900円 約8,800円 約5,900円 約7,200円 約9,200円

２号保険料
協会けんぽ・健保組合

協会けんぽ1.57%

健保組合1.52%
1.9% 2.5%

協会けんぽ1.57%

健保組合1.52%
2.0% 2.6%

２号保険料
市町村国保

（2018年度賃金換算）
約2,800円 約3,300円 約4,200円 約2,800円 約3,500円 約4,400円

【経済：ベースラインケース】

※ 医療保険の2018年度における保険料は2018年度実績見込み（協会けんぽは実際の保険料率、健保組合は健康保険組合連合会「平成30年度健保組合予算早期集計結果」
より、市町村国保は予算ベースの所要保険料、後期高齢者は広域連合による見込みを基にした推計値）である。また、2025年度及び2040年度の保険料は2018年度の保険料
と各制度の所要保険料の伸びから算出している。

※ 介護保険の2018年度における２号保険料の健保組合の値は、健康保険組合連合会「平成30年度健保組合予算早期集計結果」による。また、市町村国保の保険料額は、一
人当たり介護納付金額の月額について、公費を除いた額である。2018年度におけるそのほかの保険料は、実際の基準保険料額・保険料率である。

平成30年5月21日経済財政諮問会議資料より
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５. 医療費の地域差
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医療費の地域差分析

医療費の地域差分析について

• 医療費の地域差の要因としては人口の年齢構成、病床数等医療提供体制、健康活動の状況・健康に対する意識、受診行動、住民の生活習慣、
医療機関側の診療パターンなどが指摘されている。

• 医療費の地域差分析は、人口の年齢構成の相違による分を補正した「１人当たり年齢調整後医療費」と、それを全国平均の１人当たり医療費
で指数化した「地域差指数」について、診療種別・疾病分類別・三要素別などの分解を行い、地域差を見える化したもの。詳細なデータは以
下のURLに掲載している。これはその抜粋である。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/database/iryomap/index.html

• 都道府県別の１人当たり年齢調整後医療費及び地域差指数の算出に用いた計算式は以下のとおり。

（１人当たり年齢調整後医療費）
＝（仮に当該地域の加入者の年齢構成が全国平均と同じだとした場合の１人当たり医療費）＝ (Σ𝑖,𝑗𝑃𝑖 · 𝑎𝑖𝑗)/𝑃

（地域差指数）

＝
（１人当たり年齢調整後医療費）
（全国平均の１人当たり医療費）

＝
(Σ𝑖,𝑗𝑃𝑖·𝑎𝑖𝑗)/𝑃

(Σ𝑖,𝑗𝑃𝑖·𝐴𝑖𝑗)/𝑃
＝

Σ𝑖,𝑗𝑃𝑖·𝑎𝑖𝑗

Σ𝑖,𝑗𝑃𝑖·𝐴𝑖𝑗

σ𝑖,𝑗 は年齢階級iと診療種別jについて和を取ることを意味する。

𝑃𝑖 ：全国の年齢階級iの加入者数
𝑃  ：全国の加入者数
𝑎𝑖𝑗   ：当該地域の年齢階級i、診療種別jの１人当たり医療費

𝐴𝑖𝑗   ：全国の年齢階級i、診療種別jの１人当たり医療費
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① １人当たり実績医療費及び対全国比 ② １人当たり年齢調整後医療費及び地域差指数

国民医療費ベースの地域差 [令和５年度]

（注１）医科診療医療費（入院）と入院時食事・生活医療費の合計を「入院」、医科診療医療費（入院外）、薬局調剤医療費、訪問看護医療費及び療養費等の合計を「入院外」、歯科診療医療費を「歯科」としている。
（注２）被用者保険及び国民健康保険組合の加入者については、レセプト情報から加入者の住所地を把握することができないため、一定の仮定の下、加入者の住所地に基づく都道府県別の医療費を推計している。
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② １人当たり年齢調整後医療費及び地域差指数（続き） （国民医療費ベースの地域差 [令和５年度]）

＜診療種別計＞ ＜入院＞ ＜入院外＞ ＜歯科＞

全国平均：386,740円
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ａ.地域差指数(診療種別計)に対する診療種別寄与度

③ 地域差に対する各種寄与度 （国民医療費ベースの地域差 [令和５年度]）
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b. 地域差指数(診療種別計)に対する年齢階級別寄与度

（注）各都道府県の地域差指数の全国平均からのかい離（地域差指数－１）を各種寄与度に分解したもの。
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（注）市町村国民健康保険の医療費については、医科診療医療費（入院）と入院時食事・生活療養に係る医療費の合計を「入院」、医科診療医療費（入院外）と調剤医療費の合計を「入院外」、歯科診療医療費を「歯科」としている。訪問看護医療費及び療養費等はいずれにも含まれない。

① １人当たり実績医療費及び対全国比 ② １人当たり年齢調整後医療費及び地域差指数

市町村国民健康保険の地域差 [令和５年度]
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＜診療種別計＞ ＜入院＞ ＜入院外＞ ＜歯科＞

（市町村国民健康保険の地域差 [令和５年度]）② １人当たり年齢調整後医療費及び地域差指数（続き）

全国平均：408,304 円
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ａ. 地域差指数(診療種別計)に対する診療種別寄与度

b. 地域差指数(診療種別計)に対する年齢階級別寄与度

（注）各都道府県の地域差指数の全国平均からのかい離（地域差指数－１）を各種寄与度に分解したもの。

③ 地域差に対する各種寄与度 （市町村国民健康保険の地域差 [令和５年度]）
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c. 地域差指数(診療種別計)に対する診療種別三要素別寄与度

d. 地域差指数(診療種別計)に対する診療種別新三要素別寄与度

（市町村国民健康保険の地域差 [令和５年度]）-0.300
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（注）各都道府県の地域差指数の全国平均からのかい離（地域差指数－１）を各種寄与度に分解したもの。
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f. 地域差指数(入院外)に対する疾病分類別寄与度

e. 地域差指数(入院)に対する疾病分類別寄与度

（市町村国民健康保険の地域差 [令和５年度]）
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Ⅰ 感染症及び寄生虫症

Ⅳ 内分泌，栄養及び代謝疾患

Ⅶ 眼及び付属器の疾患

Ⅹ 呼吸器系の疾患

ⅩⅢ 筋骨格系及び結合組織の疾患

ⅩⅥ 周産期に発生した病態

ⅩⅨ 損傷，中毒及びその他の外因の影響
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川
県

Ⅲ 血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害

Ⅵ 神経系の疾患

Ⅸ 循環器系の疾患

ⅩⅡ 皮膚及び皮下組織の疾患

ⅩⅤ 妊娠，分娩及び産じょく

ⅩⅧ 症状，徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で他に分類されないもの

計

Ⅱ 新生物＜腫瘍＞

Ⅴ 精神及び行動の障害

Ⅷ 耳及び乳様突起の疾患

ⅩⅠ 消化器系の疾患

ⅩⅣ 腎尿路生殖器系の疾患

ⅩⅦ 先天奇形，変形及び染色体異常

ⅩⅩⅡ 特殊目的用コード
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Ⅰ 感染症及び寄生虫症

Ⅳ 内分泌，栄養及び代謝疾患

Ⅶ 眼及び付属器の疾患

Ⅹ 呼吸器系の疾患

ⅩⅢ 筋骨格系及び結合組織の疾患

ⅩⅥ 周産期に発生した病態

ⅩⅨ 損傷，中毒及びその他の外因の影響
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Ⅲ 血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害

Ⅵ 神経系の疾患

Ⅸ 循環器系の疾患

ⅩⅡ 皮膚及び皮下組織の疾患

ⅩⅤ 妊娠，分娩及び産じょく

ⅩⅧ 症状，徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で他に分類されないもの

計

Ⅱ 新生物＜腫瘍＞

Ⅴ 精神及び行動の障害

Ⅷ 耳及び乳様突起の疾患

ⅩⅠ 消化器系の疾患

ⅩⅣ 腎尿路生殖器系の疾患

ⅩⅦ 先天奇形，変形及び染色体異常

ⅩⅩⅡ 特殊目的用コード

（注）各都道府県の地域差指数の全国平均からのかい離（地域差指数－１）を疾病分類別の寄与度に分解したもの。
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（注）後期高齢者医療制度の医療費については、医科診療医療費（入院）と入院時食事・生活療養に係る医療費（医科分）の合計を「入院」、医科診療医療費（入院外）と調剤医療費の合計を「入院外」、歯科診療医療費と入院時食事・生活療養に係る医療費（歯科分）の合計を「歯科」
としている。訪問看護医療費及び療養費等はいずれにも含まれない。

① １人当たり実績医療費及び対全国比 ② １人当たり年齢調整後医療費及び地域差指数

後期高齢者医療制度の地域差 [令和５年度]
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＜診療種別計＞ ＜入院＞ ＜入院外＞ ＜歯科＞

（後期高齢者医療制度の地域差 [令和５年度]）② １人当たり年齢調整後医療費及び地域差指数（続き）

全国平均：946,520 円
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ａ. 地域差指数(診療種別計)に対する診療種別寄与度

b. 地域差指数(診療種別計)に対する年齢階級別寄与度

（注）各都道府県の地域差指数の全国平均からのかい離（地域差指数－１）を各種寄与度に分解したもの。

③ 地域差に対する各種寄与度 （後期高齢者医療制度の地域差 [令和５年度]）
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c. 地域差指数(診療種別計)に対する診療種別三要素別寄与度

d. 地域差指数(診療種別計)に対する診療種別新三要素別寄与度

（後期高齢者医療制度の地域差 [令和５年度]）
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f. 地域差指数(入院外)に対する疾病分類別寄与度

e. 地域差指数(入院)に対する疾病分類別寄与度

（後期高齢者医療制度の地域差 [令和５年度]）

（注）各都道府県の地域差指数の全国平均からのかい離（地域差指数－１）を疾病分類別の寄与度に分解したもの。
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６.直近の医療費の動向
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○ 医科診療所の主たる診療科別の入院外の医療費の伸び率を見ると、小児科は▲18.1となっており、他の診療科に比べ大きく減少している。
○ 小児科について内訳をみると、受診延日数は▲4.9%の減少、1日当たり医療費は▲13.9%の減少と共に大きく減少している。

令和６年度 医療費の動向 ＜医科診療所 主たる診療科別＞
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○ 小児科や耳鼻咽喉科は新型コロナによる影響を特に大きく受けており、伸び率の変動が大きい。それらの診療科では、令和

５年度以降の受診延日数の水準は引き続き高く、一方で１日当たり医療費の伸びはマイナスとなっている。

○ 産婦人科については、令和４年度から不妊治療が保険適用になった影響により、1日当たり医療費の伸びが大きくなってい

る。

■ １施設当たり入院外受診延日数推移(令和元年度＝100) ■ 入院外１日当たり医療費推移(令和元年度＝100)
（％） （％）

令和６年度 医療費の動向 ＜診療所１施設当たり入院外医療費 主たる診療科別の動向＞
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○ 都道府県別に令和6年度の伸び率を見ると、医科入院、歯科は全ての都道府県で増加している一方、医科入院外は神奈川県、東京
都、沖縄県を除いて減少している。

○ データの散らばりの度合いを表す分散を見ると、医科入院外を除く全ての診療種類別で前年度よりも小さくなっている。

※分散とは、データの散らばりの度合いを表す値

：医療費の伸び率 上位5都道府県（増加幅が大きい）

：医療費の伸び率 下位5都道府県（増加幅が小さい）

令和６年度 医療費の動向 ＜都道府県別の動向＞
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○ 概算医療費全体でみると、コロナ後（令和元年度～令和６年度）の医療費、受診延日数、１日当たり医療費の平均の

伸びは、コロナ前（平成28年度～令和元年度）と概ね似たような動向になっている。

概算医療費の動向

■ コロナ前後の平均伸び率の比較

（％）

49



○ 入院については、受診延日数はコロナ前より大きく減少している一方で、１日当たり医療費は増加が続いている。

■ コロナ前後の平均伸び率の比較

（％）

令和６年度 医療費の動向 ＜入院医療費の動向＞
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○ 推計新規入院件数は、コロナで一度落ち込んだが、令和６年度は、コロナ前の水準を超えている。

○ 推計平均在院日数は、コロナ以前から短縮傾向にあるが、コロナ後も減少傾向が続いている。一方で1日当たり医

療費は増加傾向にあり、「平均在院日数の減と1日当たり単価の増」という傾向となっている。

■ 病院１施設当たり入院医療費の伸び率推移

※一般病床利用率の年度平均値は、厚生労働省「病院報告」における毎月の病床利用率を用いた。

（％）（％）

令和６年度 医療費の動向 ＜入院医療費の要素分解＞

51



○ 入院外については、医療費の伸びはほぼコロナ前と同じ水準となっているが、受診延日数の減少幅がやや小さくなっており、

一方で、1日当たり医療費の伸びはやや小さい。

■ コロナ前後の平均伸び率の比較

令和６年度 医療費の動向 ＜入院外医療費の動向＞

（％）
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○ 歯科については、コロナ前と比べると、受診延日数の減少が大きく、１日当たり医療費の伸びが大きい。

■ コロナ前後の平均伸び率の比較

（％）

令和６年度 医療費の動向 ＜歯科医療費の動向＞
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○ 調剤については、コロナ前と比べると医療費及び処方箋枚数の伸びがやや大きく、処方箋１枚当たり医療費の伸びはやや

小さくなっている。

令和６年度 医療費の動向 ＜調剤医療費の動向＞

（％）

■ コロナ前後の平均伸び率の比較
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医科医療費（電算処理分）の動向

レセプト電算処理システムにより処理された診療報酬明細書（電子レセプト）のうち医科入院、
医科入院外分を用いて集計、医療費の動向について詳細を分析。
ただし、電算化率の変動が医療費の伸び率に影響を与えること(電算化率は入院は98%程度、
入院外は99％程度)に留意が必要。

○ 年齢階級別では、入院は概ね全ての年齢階級でプラス、特に５歳以上15歳未満の増加幅が大きい。一方

で入院外は40歳未満でマイナスになっており、特に０歳以上10歳未満の減少幅が大きい。

○ 疾病分類別では、入院・入院外ともにCOVID-19を含む「特殊目的用コード」のマイナスの影響が大きい。一

方で、入院は 「呼吸器系の疾患」などのプラスの影響が大きい。

○ 診療内容別では、入院は「DPC包括部分」のプラスの影響が大きく、入院外は「処方箋料」のマイナスの影響

が大きい。
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令和６年度 医科医療費（電算処理分）の動向 ＜年齢階級別＞

○ 入院は概ね全ての年齢階級でプラスとなっており、特に５歳以上15歳未満の増加幅が大きい。 
○ 入院外は40歳未満でマイナスになっており、特に０歳以上10歳未満の減少幅が大きい。

※１人当たり医療費の算出にあたり、各年齢階級毎の人数は総務省統計局「人口推計」における５歳階級別人口を用いた。

：変動幅がマイナス10%を超える区分：変動幅がプラス10%を超える区分
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○ 入院外について年齢階級別にみると、令和６年度は１日当たり医療費では０歳以上20歳未満までで大きく減少してい

る傾向が続いているが、令和５年度まで続いていた１人当たり受診延日数の増加は見られなくなっている。

※１人当たり日数の算出にあたり、各年齢階級毎の人数は総務省統計局「人口推計」における５歳階級別人口を用いた。

：変動幅がマイナス10%を超える区分：変動幅がプラス10%を超える区分

（注）電算処理分のみの分析であるため、１日当たり医療費は前頁と数値が異なる。

令和６年度 医療費の動向 ＜入院外医療費 年齢階級別の動向＞
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令和6年度 医科医療費（電算処理分）の動向 ＜疾病分類別 入院＞

○ 疾病分類別の入院医療費の伸び率を見ると、概ね全ての疾病分類でプラスとなっており、特に「呼吸器系の疾患」が大きくプラスとなっている。 一
方で、COVID-19を含む「特殊目的用コード」が大きくマイナスとなっている。

○ 医療費全体の伸び率に対する影響度で見ると、令和５年度以降、「循環器系の疾患」「呼吸器系の疾患」などのプラスの影響が大きい。

※影響度は（各疾病分類の医療費の増減分）÷（前期の医療費総数）×100 で算定：変動幅がプラス10%を超える区分 ：変動幅がマイナス10%を超える区分 ：上位５疾病分類

入院医療費の対前年伸び率 疾病分類別影響度※（影響度上位５疾病 ※不詳除く）（％）

58



令和6年度 医科医療費（電算処理分）の動向 ＜疾病分類別 入院外＞

○ 疾病分類別の入院外医療費の伸び率を見ると、「呼吸器系の疾患」や 「特殊目的用コード」 のマイナスが大きい。

○ 医療費全体の伸び率に対する影響度を見ると、 「特殊目的用コード」のマイナスの影響が▲0.8%と大きく、令和３年度以降プラスの影響が大
きかった「呼吸器系の疾患」は令和６年度はマイナスになっている。

入院外医療費の対前年伸び率 疾病分類別影響度※（影響度上位５疾病 ※不詳除く）
（％）

※影響度は（各疾病分類の医療費の増減分）÷（前期の医療費総数）×100 で算定：変動幅がプラス10%を超える区分 ：変動幅がマイナス10%を超える区分 ：上位５疾病分類
59



令和6年度 医科医療費（電算処理分）の動向 ＜診療内容別 入院＞

○ 診療内容別に入院医療費の伸び率を見ると、 「その他」が大きく伸びている一方、「検査・病理診断」が▲16.2%と減少している。

○ 医療費全体の伸び率に対する影響度で見ると、「DPC包括部分」が2.0%、「その他」が1.3%、 「手術・麻酔」が0.6%、 「特定保険医療材
料」が0.5%と、プラスの影響となっている一方、「入院基本料、特定入院基本料等」のマイナスの影響が▲0.3%となっている。

注．「 ・ 」は ”算出できないもの（例：対前年同期比において前年同期の数値がないもの）” または ”伸び率が1000％以上のもの” を表す。 ※影響度は（各疾病分類の医療費の増減分）÷（前期の医療費総数）×100 で算定

入院医療費の対前年伸び率 診療内容別影響度※（影響度上位５診療内容 ※不詳除く）
（％）
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令和6年度 医科医療費（電算処理分）の動向 ＜診療内容別 入院外＞

○ 診療内容別に入院外医療費の伸び率を見ると、 「その他」 が17.2％と大きく増加する一方、 「投薬」は▲19.1% 、「処方箋料」は▲17.7%
と大きく減少している。

入院外医療費の対前年伸び率 診療内容別影響度※（影響度上位６診療内容 ※不詳除く）
（％）

※影響度は（各疾病分類の医療費の増減分）÷（前期の医療費総数）×100 で算定
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歯科医療費（電算処理分）の動向

レセプト電算処理システムにより処理された診療報酬明細書（電子レセプト）のうち歯科入院、
歯科入院外分を用いて集計、医療費の動向について詳細を分析。
ただし、電算化率の変動が医療費の伸び率に影響を与えること(電算化率は医療費ベースで
98%程度)に留意が必要。

○ 年齢階級別では、概ね全ての年齢階級でプラスとなっており、特に15歳以上20歳未満及び100歳以上は

10%を超えている。 

○ 診療内容別では、医療費全体の伸び率に対する影響度で見ると「処置」が1.7%、「医学管理」「検査・病理

診断」が0.6％とプラスの影響となっている 。
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令和6年度 歯科医療費（電算処理分）の動向 ＜年齢階級別＞

○ 年齢階級別に1人当たり医療費の伸び率を見ると、全ての年齢階級でプラスとなっており、特に15歳以上20歳未満及び100歳以上は10%を
超えている。

※１人当たり医療費の算出にあたり、各年齢階級毎の人数は総務省統計局「人口推計」における５歳階級別人口を用いた。

：変動幅がプラス10%を超える区分 ：変動幅がマイナス10%を超える区分
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令和6年度 歯科医療費（電算処理分）の動向 ＜診療内容別＞

○ 診療内容別に医療費の伸び率を見ると、「その他」「特定保険医療材料」「入院時食事療養等」等が大きく増加している。

○ 医療費全体の伸び率に対する影響度で見ると、「処置」が1.7%、「医学管理」「検査・病理診断」が0.6％とプラスの影響が大きい。

歯科医療費の対前年伸び率 診療内容別影響度※（影響度上位５診療内容 ※不詳除く）

※影響度は（各疾病分類の医療費の増減分）÷（前期の医療費総数）×100 で算定

64



○ 歯科医療費は、治療に使用する貴金属価格に影響を受ける。歯科用貴金属の価格変動が医療費に与える寄与度を見

ると、令和５年度以降、金属価格の下落に伴い歯科医療費の伸びに占める寄与はマイナスの傾向が続いている。

（注）歯科用貴金属医療費は、電算処理分のみの数値であり、歯科用貴金属価格の随時改定の対象となる特定保険医療材料について集計したものである。

（％）

令和６年度 医療費の動向 ＜歯科医療費における歯科用貴金属医療費の寄与度＞
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調剤医療費（電算処理分）の動向

レセプト電算処理システムにより処理された調剤報酬明細書（電子レセプト）を用いて集計、調剤医療

費の動向について詳細を分析。

○ 調剤医療費について、1.6%と増加しており、影響度の内訳をみると、技術料で0.9%、薬剤料で0.7%のプラ

スの影響となった。

○ 調剤医療費のうち薬剤料の伸び率について、処方箋枚数の1.3%の増加に対し、処方箋１枚当たり薬剤料の

伸び率が▲0.2%となっており、結果として1.0%の増加となっている。

○ 薬剤料の伸び率を薬効分類別に見ると、「化学療法剤」 などがマイナスに影響している一方、 「漢方製剤」、

「その他の代謝性医薬品」、「ホルモン剤（抗ホルモン剤を含む）」、「アレルギー用薬」などはプラスに影響している。

○ 後発医薬品割合（数量ベース）は令和6年度末（令和7年3月）時点で90.6 ％。
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令和６年度 調剤医療費（電算処理分）の動向 ＜調剤医療費・薬剤料の伸び率＞

○ 令和６年度の調剤医療費（電算処理分）の伸び率は1.6%と増加しており、影響度の内訳をみると、技術料で0.9%、薬剤料で0.7%のプラ
スの影響となっている。

○ 薬剤料について、処方箋枚数の1.3%の増加に対し、処方箋１枚当たり薬剤料の伸び率が▲0.2%となっており、結果として1.0%の増加となっ
ている。

■ 調剤医療費（電算処理分） の 対前年 伸び率 影響度（％）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

調剤医療費（電算処理分） 3.7 ▲ 2.6 2.8 1.7 5.5 1.6

　技術料 0.6 ▲ 1.3 1.8 1.5 1.5 0.9

　薬剤料 3.1 ▲ 1.4 1.0 0.1 4.0 0.7

■ 薬剤料 の対前年伸び率（％）

　薬剤料 4.2 ▲ 1.8 1.4 0.1 5.5 1.0

　処方箋枚数 ▲ 0.1 ▲ 9.2 4.9 4.4 6.1 1.3

　処方箋1枚当たり薬剤料 4.3 8.1 ▲ 3.3 ▲ 4.1 ▲ 0.6 ▲ 0.2

4.2 

-1.8 

1.4 
0.1 

5.5 

1.0 

-0.1 

-9.2 

4.9 4.4 

6.1 

1.3 

4.3

8.1

3.3
4.1

0.6 0.2

▲ 12.0

▲ 10.0

▲ 8.0

▲ 6.0

▲ 4.0

▲ 2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

（％） ■薬剤料の対前年伸び率（％）

薬剤料 処方箋枚数 処方箋1枚当たり薬剤料
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令和6年度 調剤医療費（電算処理分）の動向 ＜薬効分類別 薬剤料＞

○ 薬効分類別に薬剤料の対前年度伸び率を見ると、 「漢方薬剤」、 「抗生物質製剤」、「生物学的製剤」、 「アレルギー用薬」、 「ホルモン剤
（抗ホルモン剤を含む）」、「呼吸器官用薬」は大きく増加している一方で、「化学療法剤」「感覚器官用薬」など大きく減少する薬効分類もある。

○ 伸び率への影響を見ると、 「化学療法剤」 などがマイナスに影響している一方、「漢方製剤」、「その他の代謝性医薬品」、「ホルモン剤（抗ホル
モン剤を含む）」、「アレルギー用薬」などはプラスに影響している。

※影響度は（各薬効分類の薬剤料の増減分）÷（前期の薬剤料総数）
×100 で算定

※

：上位５薬効分類：変動幅がプラス10%を超える区分 ：変動幅がマイナス10%を超える区分

■ 薬剤料の薬効分類別 対前年 伸び率（％）

令和6年度
令和元～

６年度

平均

令和6年度

薬剤料の

構成割合

総数 1.0 1.2 100.0

中枢神経系用薬 0.5 ▲ 3.6 11.6

感覚器官用薬 ▲ 14.8 ▲ 5.3 2.8

循環器官用薬 ▲ 3.8 ▲ 4.6 11.2

呼吸器官用薬 11.2 2.1 3.6

消化器官用薬 0.2 ▲ 0.8 6.7

ホルモン剤（抗ホルモン剤を含む） 11.4 6.0 5.5

泌尿生殖器官および肛門用薬 0.3 ▲ 3.2 1.9

外皮用薬 4.7 0.3 3.0

ビタミン剤 ▲ 6.0 ▲ 12.5 0.9

滋養強壮薬 7.2 6.3 1.2

血液・体液用薬 ▲ 1.8 ▲ 0.6 6.7

その他の代謝性医薬品 3.5 5.1 17.9

腫瘍用薬 1.7 8.0 10.3

アレルギー用薬 12.5 4.6 4.6

漢方製剤 23.7 8.9 3.2

抗生物質製剤 21.1 4.5 1.2

化学療法剤 ▲ 23.0 5.8 4.9

生物学的製剤 15.3 13.8 2.1
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注1） ｢数量｣とは、薬価基準告示上の規格単位ごとに数えた数量をいう。
注2） 「後発医薬品割合（数量ベース）」は、〔後発医薬品の数量〕/（〔後発医薬品のある先発医薬品の数量〕+〔後発医薬品の数量〕）で算出している。

○ 後発医薬品割合（数量ベース、新指標）は、令和６年度末（令和７年3月）時点で90.6％。
○ 令和６年10月、長期収載品の選定療養の制度が開始された。

令和6年度 調剤医療費（電算処理分）の動向 ＜後発医薬品割合（数量ベース）の推移＞
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令和6年度 調剤医療費（電算処理分）の動向 ＜年齢階級別後発割合＞

○ 令和６年度10月、長期収載品の選定療養の制度が開始された。
○ 後発医薬品割合（数量ベース、新指標）を年齢階級別に見ると、20歳未満の年齢階級で年度前半と後半の差が大きかった。
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注1） ｢数量｣とは、薬価基準告示上の規格単位ごとに数えた数量をいう。
注2） 「後発医薬品割合（数量ベース）」は、〔後発医薬品の数量〕/（〔後発医薬品のある先発医薬品の数量〕+〔後発医薬品の数量〕）で算出している。

○ 後発医薬品割合（数量ベース、新指標）を都道府県別に見ると、令和6年度末（令和7年3月）時点では沖縄県が94.1%で最も大きく、東
京都が88.1%で最も小さい。

○ 前年度末からの差異を見ると、京都府が6.4%で最大、沖縄県が2.9%で最小となった。

調剤医療費（電算処理分）の動向 令和６年度末 ＜都道府県別の後発医薬品割合＞

：上位5都道府県

：下位5都道府県
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